




都市計画用途地域を次のように変更する。

約 176 ha 8 ／ 10 以下 4 ／ 10 以下 － 10 ｍ
約 752 ha 10 ／ 10 以下 5 ／ 10 以下 － 10 ｍ

 小　　計 約 928 ha 約 18.3 ％
約 78 ha 15 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 － 10 ｍ

 小　　計 約 78 ha 約 1.5 ％
約 1,089 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 1,089 ha 約 21.5 ％
約 148 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下

 小　　計 約 148 ha 約 2.9 ％
約 708 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 708 ha 約 14.0 ％
約 354 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 354 ha 約 7.0 ％
約 240 ha 20 ／ 10 以下 8 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 240 ha 約 4.7 ％
－ ha －

小　　計 － ha 0.0 ％
約 77 ha 20 ／ 10 以下 8 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 77 ha 約 1.5 ％
約 146 ha 40 ／ 10 以下 8 ／ 10 以下 －
約 5.0 ha 50 ／ 10 以下 8 ／ 10 以下

 小　　計 約 151 ha 約 3.0 ％
約 315 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 315 ha 約 6.2 ％
約 543 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 543 ha 約 10.7 ％
約 430 ha 20 ／ 10 以下 6 ／ 10 以下 －

 小　　計 約 430 ha 約 8.5 ％
 合　　計 約 5,061 ha 100.0 ％

－

日立都市計画用途地域の変更（日立市決定）

外壁の後
退距離の

限度

建築物の
高さの限度

面　　　積種　　　類

(日立市)

建築物の
容積率

建築物の
建ぺい率

－
－

備　　　考

－

 建築物の
敷地面積の
最低限度

－

－

 準工業地域

－

－ －

 近隣商業地域

 商業地域

－

田園住居地域
－ － － －

割合 第一種低層住居
専用地域

 第二種低層住居
専用地域

 第一種中高層住
居専用地域

 第二種中高層住
居専用地域

－－

「種類、位置及び区域は計画図表示のとおり」｢備考欄の数値を合計しても，必ずしも100％とならない場合がある。｣

－

理由

　日立電鉄線の軌道敷を設定根拠としている用途地域について，廃線によりその設定根拠が失われていることから，地形・地
物に基づく用途地域に見直し，跡地を活用して整備されたひたちBRT専用道を新たな設定根拠とすることで，合理的な土地利
用や都市の健全な発展を促進するため。

 工業専用地域

－

 第一種住居地域

 第二種住居地域

 準住居地域

 工業地域
－ －

－－

－

－ －
















